
1 ICT産業の経済規模

国内生産額1
●2017年の情報通信産業の名目国内生産額は、全産業中で最大の97.5兆円であるが、情報通信関連製造業を中

心に2000年からは減少
2017年の情報通信産業＊1の名目国内生産額は97.5兆円であり、情報通信産業は、全産業の9.7％を占める最大
の産業である（図表3-1-1-1）。2000年時点が116.6兆円で最大となったものの、その後はいわゆるITバブル崩
壊を反映し、おおむね減少傾向で推移した。2005年を底として回復に転じ、2007年には113.8兆円に達したが、
2008～2009年のリーマンショックの影響で大きく減少し、2009年時点で98.9兆円にまで減少した。2010年以
降も減少傾向は止まらず2012年時点で約89.9兆円にまで減少したが、2013年以降はおおむね回復傾向にある。
しかしながら、2017年と最大であった2000年を比較すると、約16.4%の減少（年平均成長率では－1.1%）と
なっている（図表3-1-1-2、図表3-1-1-3）。
この2000年から2017年にかけての減少は、情報通信産業の中で最大の産業であった「情報通信関連製造業」
において52.7％の減少（年平均成長率では－4.3%）となったことが大きく影響している。また、「情報通信関連
建設業」においても、88.3%の減少（年平均成長率では－11.9%）となっている。その一方で、「情報サービス業」
においては、32.5%の増加（年平均成長率では1.7%）となっており、2016年からは情報通信産業の中で最大の
産業となっている。また、規模はまだ大きいとはいえないものの、「インターネット附随サービス業」が大幅に成
長している＊2。「インターネット附随サービス業」には、概念上インターネット検索サービスや動画投稿サイト、
SNSやオンラインゲームといったインターネット関連サービス部門が含まれており、これらの関連産業が急速に
成長していることがみてとれる。
2011年価格による実質国内生産額でみた場合、情報通信産業は99.8兆円で全産業の10.2%を占めている。そ
の推移をみると、名目値の場合とは異なり2000年以降も上昇し、2007年には102.7兆円に達している。2012年
には91.3兆円まで減少したが。2013年以降は再び回復傾向となっている。2017年と2000年を比較すると、
14.7%の増加（年平均成長率では0.8%）となっている（図表3-1-1-3）。
このように名目値と実質値で動向が異なるのは、実質値においては、価格の低下を反映するとともに、性能の向
上も価格の低下として評価するといった事情があるためである。すなわち、ある製品の生産額が名目値では前年と
同じであったとしても、その製品の性能が向上している場合には、実質値ではこの性能向上分が生産額の増加とし
て表れる。技術革新の激しい情報通信分野については、この点に特に注意が必要である＊3。

第3章 ICT分野の基本データ

第1節 ICT産業の動向

＊1	 情報通信産業の範囲については、巻末付注4を参照。
＊2	 2010年～2017年の年平均成長率は、12.4％となっている。
＊3	 このため、情報通信産業の多くの部門において、名目値をデフレータで除することにより算出される実質値は、名目値を上回ることになる。

「通信業」では特に「移動電気通信」、「情報通信関連製造業」では特に「電子計算機」が顕著である。国内生産額の名目値と実質値の大小比較
については巻末付注5を参照。
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図表3-1-1-1 ओͳۀ࢈のࠃ಺ੜ࢈額（໊໨ٴͼ࣮࣭）（಺༁）（201�年）
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）

図表3-1-1-2 ओͳۀ࢈のࠃ಺ੜ࢈額（໊໨ٴͼ࣮࣭）のਪҠ＊4
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）

図表3-1-1-3 ৘ใ௨৴ۀ࢈のࠃ಺ੜ࢈額（໊໨ٴͼ࣮࣭）のਪҠ＊5
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）

＊4	 数値の詳細については巻末データ1及びデータ2を参照。
＊5	 数値の詳細については巻末データ6及びデータ7を参照。
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国内総生産（GDP）2
●2017年の情報通信産業の名目GDPは43.9兆円、全産業の8.6％を占める
2017年の情報通信産業の名目GDPは43.9兆円であり、前年と比較すると0.9％の増加となった。主な産業の
名目GDPの規模をみると、情報通信産業は全産業の8.6％を占め、「商業」「不動産」に次ぐ規模となっている（図
表3-1-1-4、図表3-1-1-5）。情報通信産業を「商業」「不動産」と比べた場合、名目国内生産額では上回っている
にもかかわらず、名目GDPでは下回っているということは、情報通信産業はこれら産業に比べて中間投入（他産
業の生産に利用された原材料やサービス等）となっている分が多いことを意味する。
2011年価格による実質GDPでみると、2017年では情報通信産業は全産業の9.5％を占めている（図表3-1-1-
4）。また、2016年から2017年にかけての実質GDPの成長率を産業別に見ると、情報通信産業は2.0％であり、
「輸送機械」（9.2%）、「建設」（4.4%）に次ぐ成長率となっている（図表3-1-1-5）。
情報通信産業の部門別に名目GDPの推移を見てみると、名目国内生産額の場合と同様、情報通信関連製造業や
情報通信関連建設業等において減少傾向にある一方で、「インターネット附随サービス業」は大幅に増加してい
る＊6（図表3-1-1-6）。
図表3-1-1-4 ओͳۀ࢈の(%1（໊໨ٴͼ࣮࣭）
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）

図表3-1-1-5 ओͳۀ࢈の(%1（໊໨ٴͼ࣮࣭）のਪҠ＊7
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）

＊6	 2005年～2017年の年平均成長率は、6.7％となっている。
＊7	 数値の詳細については巻末データ3及びデータ4を参照。
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雇用者数3
●2017年時点の情報通信産業の雇用者数は、399.0万人で全産業の5.8％を占めており、2000年からは15.9％

減少
2017年の情報通信産業の雇用者数は、399.0万人（前年比0.1％増）、全産業に占める割合は5.8％であった。
2016年と比較すると、「インターネット附随サービス業」（前年比3.4％増）、「通信業」（前年比2.4％増）、「情報
サービス業」（前年比1.6％増）はそれぞれ堅調に増加している一方、「映像・音声・文字情報制作業」（前年比4.0％
減）、「放送業」（前年比1.8％減）、「情報通信関連サービス業」（前年比1.5％減）、「情報通信関連製造業」（前年比
0.9％減）は減少した（図表3-1-1-7）。
2000年と2017年の数値を比較すると、情報通信産業全体で15.9％の減少となっている。特に「情報通信関連
建設業」は78.0％の減少、「情報通信関連製造業」は44.8%の減少となっており、減少割合が非常に大きい。他
方、「インターネット附随サービス業」や「情報サービス業」は、大幅に増加している＊9（図表3-1-1-7）。

図表3-1-1-6 ৘ใ௨৴ۀ࢈の(%1（໊໨ٴͼ࣮࣭）のਪҠ＊8
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）

図表3-1-1-7 ৘ใ௨৴ۀ࢈のޏ༻ऀ਺のਪҠ＊10
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）

＊8	 数値の詳細については巻末データ8及びデータ9を参照。
＊9	 「インターネット附随サービス業」は、2010年から2017年にかけて36.7％の増加、「情報サービス業」は2000年から2017年にかけて

24.7%の増加となっている。
＊10	数値の詳細については巻末データ10を参照。
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2 ICT産業の我が国経済への寄与

ICT産業の経済波及効果1
●情報通信産業の経済波及効果は、付加価値誘発額において全産業中最大の規模
情報通信産業の生産活動に当たっては、様々な産業からの中間投入が行われ、これら産業において付加価値（＝
営業余剰、雇用者所得等）や雇用を創出する。このような情報通信産業の経済波及効果をみると＊11、付加価値誘
発額＊12は84.8兆円、雇用誘発数＊13は841.6万人となっている。情報通信産業の付加価値誘発額は全産業中最も
高くなっているとともに、雇用誘発数については、産業の裾野が広いとされる「輸送機械」の雇用誘発数（285.9
万人）よりも多くなっている。
ただし、2000年時点での情報通信産業の付加価値誘発額は73.8兆円、雇用誘発数は992.5万人であった。
2000年から2017年にかけて、情報通信産業の実質国内生産額は87.0兆円から99.8兆円へと増加しているにもか
かわらず、2017年には雇用誘発数は減少しており、情報通信産業による雇用誘発力は小さくなったことが分かる
（図表3-1-2-1）。

ICT産業の経済成長への寄与2
●実質GDP成長率への情報通信産業の寄与度は一貫してプラス、直近では全産業の成長の約3割を占める
実質GDP成長率への情報通信産業の寄与度を2000年から4年刻みでみると、情報通信産業の寄与度はいずれ
の期間においてもプラスとなっている。直近の2012年から2017年までの期間においては、全産業の実質GDP成
長率0.7%の約3割（29％）となる0.2%が情報通信産業によって実現されたことになる（図表3-1-2-2）。

図表3-1-2-1 ओͳۀ࢈෦໳ͷੜ׆࢈ಈʹΑΔࡁܦ೾ޮٴՌʢ付加価値誘発額ɺ雇用誘発数ʣͷਪҠ

情報通信産業計 商業 不動産 建設医療・福祉 対個人サービス対事業所サービス 輸送機械
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）

＊11	経済波及効果の計測方法としては、①最終需要となる財・サービスに着目して、当該部門の最終需要が国内産業にもたらす経済波及効果をみ
る方法と、②産業部門に着目して、当該部門の生産活動（最終需要と中間需要の合計）が国内産業にもたらす経済波及効果をみる方法がある。
ここでは後者を採用している。

＊12	生産活動を賄うために直接・間接に発生した生産額を生産誘発額という。また、このような生産誘発に伴い発生した付加価値額を付加価値誘
発額という。生産誘発額に、付加価値係数（付加価値額／生産額）を乗じることにより、付加価値誘発額は推計される。

＊13	生産誘発（脚注12参照）に伴い発生した雇用の数を雇用誘発数とよぶ。生産誘発額に雇用係数（従業者数／生産額）を乗じることにより、雇
用誘発数は推計される。

令和元年版　情報通信白書　第2部222

ICT 産業の動向第 1節

I
C
T
分
野
の
基
本
デ
ー
タ

第
3
章



3 情報化投資
● 2017年の我が国の情報化投資＊14は2011年価格評価で約12.6兆円、民間企業設備投資の15.1%を占める
2017年の我が国の民間企業による情報化投資は2011年価格で約12.6兆円（前年比5.4％増）であった。情報
化投資の種類別では、ソフトウェア（受託開発及びパッケージソフト）が約8.0兆円となり、全体の3分の2を占
めるまでになっている。また、2017年の民間企業設備投資に占める情報化投資比率は15.1％（前年差0.2ポイン
ト上昇）で、設備投資の中でも情報化投資は一定の地位を占めている（図表3-1-3-1）。

図表3-1-2-2 ࣮࣭(%1੒௕཰にର͢Δ৘ใ௨৴ۀ࢈のد༩

00 ʙ 04年
（年ฏۉ）
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৘ใ௨৴ۀ࢈ 0.2 0.3 0.0 0.2
その他ۀ࢈ 0.0 �0.0 �0.4 0.5
શۀ࢈ 0.3 0.3 �0.4 0.7

�0.6

�0.4

�0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）
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（出典）総務省「平成30年度　ICTの経済分析に関する調査」（2019）

＊14	ここでは情報通信資本財（電子計算機・同付属装置、電気通信機器、ソフトウェア）に対する投資をいう。近年普及が著しいクラウドサービ
スの利用は、サービスの購入であり、資本財の購入とは異なるため、ここでの情報化投資に含まれない。

令和元年版　情報通信白書　第2部 223

ICT 産業の動向 第 1節

*
$
5
෼
໺
ͷ
ج
ຊ
σ
ồ
λ

第
3
章



4 ICT分野の輸出入

ICT関連貿易1
●2017年におけるICT関連の財・サービス輸出額（名目値）は9.0兆円、輸入額は12.7兆円となり、輸入超過

の傾向が続いている
2017年の財・サービスの輸出入額（名目値）については、全ての財・サービスでは輸出額が86.1兆円、輸入額
が97.0兆円となっている。そのうちICT財・サービス＊15をみると、輸出額は9.0兆円（全輸出額の10.5%）、輸
入額は12.7兆円（全輸入額の13.1％）となっている。一般財、ICT財、ICTサービスが輸入超過となっている一
方で、一般サービスのみ輸出超過となっている（図表3-1-4-1）。
ICT財・サービスの輸出入額の推移をみると、ICTサービスについては、2000年から一貫して輸入超過となっ
ている。他方、ICT財については、2000年時点では輸出超過であったものの、その後の輸出の減少と輸入の増加
に伴い、近時は輸入超過の傾向が続いている。また、ICT財・サービスの輸出額と輸入額のいずれにおいても、
ICT財が9割近くを占めている（図表3-1-4-2）。
なお、これらは海外大手ICT企業によるサービスの額を全て捕捉しきれていないと考えられるため、今日の実
態を必ずしも反映しているものではない可能性があることに注意が必要である＊16。
図表3-1-4-1 ɾαʔϏεの輸出ೖ額ࡒ

ʲ໊໨஋ʳ ʲ࣮࣭஋ʳ
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（出典）総務省「情報通信産業連関表」（各年度版）より作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03_01.html

＊15	「ICT財・サービス」は内生79部門表（巻末付注6参照）の1～45、「一般財・サービス」は同表の46～79を指す。ICT財はパソコン、携帯
電話などの通信機器、集積回路等の電子部品、テレビ、ラジオなどが、「ICTサービス」は固定・移動電気通信サービス、放送サービス、ソフ
トウェア業、新聞・出版などが含まれる。全ての財のうちICT財以外のものを「一般財」、全てのサービスのうちICTサービス以外のものを
「一般サービス」としている。

＊16	本稿で示している輸出入額の元データである情報通信産業連関表は、平成12-17-23年接続産業連関表（以下「接続産業連関表」という。）を
組み替え、基準年（原則5年ごと）以外の年は各種年次統計により延長推計して作成している。接続産業連関表の輸出額及び輸入額の推計の
基となる統計は、「平成23年（2011年）産業連関表総合解説編」のとおり、財については、主に貿易統計（財務省）、サービスについては主
に国際収支統計（財務省国際局、日本銀行）である。サービスについては、国際収支統計を基に延長推計を行っているが、公表されている国
際収支統計の区分は粗いため、推計された結果の解釈には留意が必要である。

	 また、GDPの基礎統計に関して、GDP統計の専門家からは、グローバリゼーションの進展とデジタルエコノミー分野の興隆を受けて、各国
で統計の捕捉技術の不足が生じていることや、各国の協調による捕捉技術の向上に向けた取組の必要性が指摘されており（櫻本健（2018）「デ
ジタルエコノミーの興隆によってもたらされる国民経済計算・経済統計における捕捉方法の進化」等）、ICTに関する輸出入の統計については、
特にこの点の留意が必要である。
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技術貿易2
●2017年度の情報通信産業の技術貿易額＊17は、輸出超過傾向にある
2017年度の我が国の技術貿易額について、技術輸出による受取額（技術輸出額）が3兆8,844億円で、そのう
ち情報通信産業は5,123億円となり、全体の13.2％を占めている。一方、技術輸入による支払額（技術輸入額）
は、6,298億円で、そのうち情報通信産業は2,417億円となり、全体の38.4％を占めている。技術貿易額全体、
情報通信産業ともに輸出超過の状態となっている一方で、内訳のうち情報通信業だけは輸入超過の状態となってお
り、技術輸出額においては情報通信機械器具製造業が、輸入額においては情報通信業が最も大きな割合を占めてい
る。（図表3-1-4-3）。なお、2007年度から2017年度までの情報通信産業の技術貿易について、どの年度も輸出超
過となっている（図表3-1-4-4）。

図表3-1-4-2 ɾαʔϏεの輸出ೖ額ࡒ$5*

（༌ೖ）ࡒ$5* （༌ग़）ࡒ$5* *$5αーϏス（༌ೖ） *$5αーϏス（༌ग़）
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（出典）総務省「情報通信産業連関表」（各年度版）より作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03_01.html
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（出典）総務省「平成30年科学技術研究調査」により作成
https://www.stat.go.jp/data/kagaku/index.html

＊17	技術貿易額とは、外国との間における特許権、ノウハウや技術指導等の技術の提供（輸出）又は受入れ（輸入）に係る対価受取額又は対価支
払額のこと。
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5 ICT分野の研究開発

研究開発費1
●2017年度の情報通信産業＊18の研究費は3兆7,117億円で、企業の研究費のうち26.9％を占める
「平成30年科学技術研究調査」によると、
2017年度の我が国の科学技術研究費（以下
「研究費」という。）の総額（企業、非営利団
体・公的機関及び大学等の研究費の合計）は
19兆504億円となっている。
研究費の総額の約7割を占める企業の研究
費は、13兆7,989億円となっている。また、
企業の研究費のうち、情報通信産業の研究費
は3兆7,117億円（26.9%）を占めており、
そのうち、情報通信機械器具製造業の研究費
が最も多い（図表3-1-5-1）。
2007年度から2017年度までの企業研究
費の推移を見てみると、2007年度から2010
年度まで減少傾向にあり、以降2011年度に
一度増加したものの、それ以降減少または横
ばいとなっている（図表3-1-5-2）。
2017年度の情報通信分野の研究費は2兆
2,448億円となり（前年比3.5％増）、2015
年度以降増加傾向となっている（図表3-1-5-
3）。

図表3-1-4-4 ৘ใ௨৴ۀ࢈のٕज़๵қ額のਪҠ

ٕज़༌ग़ֹ
ٕज़༌ೖֹ

（4
223）（3
357）
（3
183）（3
101）（2
575）（2
598）（3
510）

（2
567）（2
741）
（1
788）（2
417）

4
709 4
391 3
849 4
071 4
460 4
572
6
082

4
808 5
708
4
671 5
123

（6
000）

（4
000）

（2
000）

0

2
000

4
000

6
000

8
000

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（ԯԁ）

（年度）

（出典）総務省「科学技術研究調査」（各年）により作成
https://www.stat.go.jp/data/kagaku/index.html

図表3-1-5-1 අのׂ合（201�年度）ڀݚのۀا

৘ใ௨৴ػցث۩
੡଄ۀ

1ஹ3
374ԯԁ
9.7%

۩ثցػؾి
੡଄ۀ

1ஹ1
255ԯԁ
8.2%

෦඼ɾσバΠスɾࢠి
ۀճ࿏੡଄ࢠి
6
427ԯԁ�4.7%

௨৴ۀ
2
843億円 2.1%

৘ใαーϏスۀ
3
119ԯԁ�2.3%その他の੡଄ۀ

（ܭ߹）
8ஹ8
762ԯԁ
64.3%

その他の੡଄ۀ
（ܭ߹）

8ஹ8
762ԯԁ
64.3%

その他の（ܭ߹）ۀ࢈
1ஹ2
109ԯԁ�8.8%

989
ɿ13ஹ7ۀا）ԯԁ）

Πンターωοτෟਵɾ
その他の৘ใ௨৴ۀ
89ԯԁ
0.1%

์ૹۀ 11ԯԁ
0.0%

（出典）総務省「平成30年科学技術研究調査」により作成
https://www.stat.go.jp/data/kagaku/index.htm

＊18	情報通信産業は、ここでは情報通信機械器具製造業、電気機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、情報通信業（情報サービ
ス業、通信業、放送業、インターネット附随・その他の情報通信業）を指す。

令和元年版　情報通信白書　第2部226

ICT 産業の動向第 1節

*
$
5
෼
໺
ͷ
ج
ຊ
σ
ồ
λ

第
3
章



図表3-1-5-2 අのਪҠڀݚۀا

අڀݚۀا ৘ใ௨৴ڀݚۀ࢈අ ৘ใ௨৴ڀݚۀඅのׂ߹

13.8 13.6
12.0 12.0 12.3 12.2 12.7 13.6 13.7 13.3 13.8

4.7 4.6
3.9 3.8 4.0 3.9 3.8 4.0 4.0 3.7 3.7

34.2 33.5 32.9 31.5 32.5 31.9
30.0 29.8 28.9 27.6 26.9
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（%）

0

2

4

6

8

10

12

14

16
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（ஹԁ）

（年度）

（出典）総務省「科学技術研究調査」（各年）により作成
https://www.stat.go.jp/data/kagaku/index.htm

図表3-1-5-3 ৘ใ௨৴෼໺のڀݚඅのਪҠ

3.2 3.0

2.7
2.4

2.6 2.5 2.4 2.3
2.1 2.2 2.2

0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

（ஹԁ）

2017（年度）

（出典）総務省「科学技術研究調査」（各年）により作成
https://www.stat.go.jp/data/kagaku/index.html

研究者数2
●企業の研究者のうち、情報通信産業の研究者は17万1,235人で、34.3%を占める
2018年3月31日現在の我が国の研究者

（企業、非営利団体・公的機関及び大学等の
研究者の合計）は、86万6,950人である。
そのうち約58％を占める企業の研究者49万
8,732人のうち、情報通信産業の研究者は
17万1,235人となっており、企業の研究者
の34.3％を占めている。なお、情報通信産
業の研究者の中では、情報通信機械器具製造
業の研究者が最も多い（図表3-1-5-4）。
2007年度末から2017年度末までの企業
研究者数の推移を見ると、企業研究者数全体
に占める情報通信産業研究者数の割合は、
2014年度末以降、減少傾向が続いている
（図表3-1-5-5）。

図表3-1-5-4 ݱผׂ合（201�年�݄�1೔ۀ࢈਺のऀڀݚのۀا
（ࡏ

৘ใ௨৴ػց
ۀ੡଄۩ث
70
480ਓ
14.1%

৘ใ௨৴ػց
ۀ੡଄۩ث
70
480ਓ
14.1%

۩ثցػؾి
੡଄�38ۀ
017ਓ�7.6%
۩ثցػؾి
੡଄�38ۀ
017ਓ�7.6%

෦඼ɾσバΠスɾࢠి
ۀճ࿏੡଄ࢠి
33
040ਓ�6.6%

෦඼ɾσバΠスɾࢠి
ۀճ࿏੡଄ࢠి
33
040ਓ�6.6%

৘ใαーϏスۀ
22
847ਓ�4.6%
৘ใαーϏスۀ
22
847ਓ�4.6%

௨৴�5ۀ
627ਓ�1.1%௨৴�5ۀ
627ਓ�1.1%

Πンターωοτ
ෟਵɾその他の৘ใ
௨৴�1ۀ
174ਓ�0.2%

Πンターωοτ
ෟਵɾその他の৘ใ
௨৴�1ۀ
174ਓ�0.2%

その他の੡଄（ܭ߹）ۀ
291
709ਓ
58.5%

その他の੡଄（ܭ߹）ۀ
291
709ਓ
58.5%

その他の
（ܭ߹）ۀ࢈
35
788ਓ
7.2%

その他の
（ܭ߹）ۀ࢈
35
788ਓ
7.2%

（શۀ࢈のऀڀݚ਺ɿ498
732ਓ）

์ૹ�50ۀਓ�0.0%์ૹ�50ۀਓ�0.0%

（出典）総務省「平成30年科学技術研究調査」により作成
https://www.stat.go.jp/data/kagaku/index.html

図表3-1-5-5 ਺のਪҠऀڀݚۀا

਺ऀڀݚۀا ৘ใ௨৴ऀڀݚۀ࢈਺
৘ใ௨৴ऀڀݚۀ࢈਺のׂ߹
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（出典）総務省「科学技術研究調査」（各年）により作成
https://www.stat.go.jp/data/kagaku/index.html
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6 ICT企業の活動実態
情報通信業基本調査は、日本標準産業分類大分類G「情報通信業＊19」に属する企業の活動実態を明らかにし、

情報通信業に関する施策の基礎資料を得ることを目的として、総務省及び経済産業省両省連携の下実施している統
計法（平成19年法律第53号）に基づく一般統計調査である（2010年開始）。以下、2018年調査による活動実態
の概要を示す。

情報通信業を営む企業の概要（アクティビティベース＊20結果）1
ア　調査結果の全体概要
●情報通信業を営む企業の売上高は49兆円を超え、企業数は5,467社
情報通信業に係る2017年度
の売上高は49兆7,496億円（全
社の売上高は66兆5,058億円）
で、構成割合をみると、電気通
信業が35.2％（前年度差0.1ポ
イント上昇）、ソフトウェア業
が31.1％（前年度差0.1ポイン
ト上昇）、情報処理・提供サー
ビス業が12.9％（前年度差0.8
ポイント上昇）となっている
（図表3-1-6-1）。
2010年度から2017年度まで
における情報通信業の売上高の
推移を見てみると、2016年度
に微減したものの、概ね増加傾
向にある（図表3-1-6-2）。
情報通信業を営む企業（主業
か否かを問わず少しでも情報通
信業を営んでいる企業をいう。）
の数は5,467社で、営業利益は
6兆2,755億円、経常利益は6
兆9,263億円、保有子会社・関
連会社数は10,304社となって
いる（図表3-1-6-3）。

図表3-1-6-1 ৘ใ௨৴ۀの売্ߴ（201�年度）

ۀ௨৴ؾి
（372）
175
261
35.2%

ۀ௨৴ؾి
（372）
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その他の৘ใ௨৴ۀ
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0.4%

৘ใॲཧɾ
ఏڙαーϏスۀ
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৘ใॲཧɾ
ఏڙαーϏスۀ
（1794）
64
366
12.9%

৘ใ௨৴ۀに܎Δ
201�年度売্ߴ
��ஹ����ԯԁ

˞1ɹ（ɹ）͸ࣾ਺
˞2ɹ୯Ґɿԯԁ
˞3ɹ�ʮその他の৘ใ௨৴ۀʯͱ͸ɺ৘ใ௨৴܎ʹۀΔച্ߴ಺༁ʹ͓͍ͯɺओཁ໊ۀࣄʮその他ʯͱͯ͠ճ౴の

͋ͬͨ΋のΛ͍͏ɻ
（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

＊19	情報通信業の範囲及び情報通信産業との関係については、巻末付注4を参照。
＊20	情報通信業基本調査においては、情報通信業を営む企業全体について、企業の営む活動内容に着目した結果（アクティビティベース）と主た

る事業内容に着目した結果（主業格付けベース）の両面で取りまとめている。

図表3-1-6-2 ৘ใ௨৴ۀのۀا਺ɾ売্ߴのਪҠ
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（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html
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イ　構成割合
●12業種中8業種で、資本金が「1億円未満」に属する企業が6割以上を占める
　情報通信業を営む企業の構成割合について、資本金規模別にみると、12業種中8業種で「1億円未満」に属す
る企業が6割以上を占めている。特に映像情報制作・配給業、音声情報制作業、広告制作業では、「5千万円未満」
に属する企業が4割以上を占めている（図表3-1-6-4）。

図表3-1-6-3 ৘ใ௨৴ۀの全体֓ཁ

਺ۀا ॴ਺ۀࣄ ਺ऀۀै
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˞1ɹ�ʮ౰֘ۀछച্ߴʯͱ͸アΫティϏティʹ܎Δച্ߴΛ͍͏（ྫ͑͹ిؾ௨৴ۀのʮ౰֘ۀछച্ߴʯͱ͸ɺձࣾશମのച্ߴの͏ͪిؾ௨৴܎ʹۀΔച্ߴ
Λ͍͏）ɻ

˞2ɹʮ౰֘ۀछച্ߴʯのશମ͸ɺʮその他ʯʹճ౴͕ͨ͋͠ۀاΔͨΊɺ಺༁のܭʹҰக͠ͳ͍ɻ
˞3ɹ�ʮ（ܝ࠶）テϨϏδϣンɾラδΦ൪૊੍ۀ࡞ʯͱ͸ɺө૾ɾԻ੠ɾจࣈ৘ใ੍ۀ࡞の͏ͪテϨϏδϣン൪૊੍͓ۀ࡞ΑͼラδΦ൪૊੍ۀ࡞Λ߹ͨ͠ܭ΋のΛ͍͏ɻ

（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html
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ウ　労働生産性の状況
●情報通信業を営む企業の労働生産性は1357.4万円/人
情報通信業を営む企業の労働生産性＊21は1357.4万円/人（前年度比1.9％増）、労働装備率＊22は1245.6万円/

人（前年度比ほぼ横ばい）、労働分配率＊23は41.2％（前年度差ほぼ横ばい）となっている（図表3-1-6-5）。
労働生産性について業種別にみると、電気通信業（4347.6万円/人）、有線放送業（2868.5万円/人）、民間放
送業（2061.5万円/人）の順となっており、情報通信業の中では、特に通信･放送業が高くなっている。また、全
産業の労働生産性と比較すると、情報通信業における労働生産性は平均よりも高い水準にあるといえる＊24。
2010年度から2017年度の推移についてみると、労働生産性はほぼ横ばいである（図表3-1-6-6）。

図表3-1-6-4 ੒ׂ合ߏۀا໛ผのنຊۚࢿ
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5ԯԁҎ্ 10ԯԁະຬ 10ԯԁҎ্ 50ԯԁະຬ 50ԯԁҎ্ 100ԯԁະຬ 100ԯԁҎ্
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৘ใ௨৴ۀશମ（5
467）
（372）ۀ௨৴ؾి
ຽؒ์ૹ（373）ۀ
༗ઢ์ૹ（216）ۀ

ιϑτ΢Σア2）ۀ
878）
৘ใॲཧɾఏڙαーϏス1）ۀ
794）
ΠンターωοτෟਵαーϏス（667）ۀ
ө૾৘ใ੍࡞ɾ഑（438）ۀڅ

Ի੠৘ใ੍（101）ۀ࡞
৽ฉ（127）ۀ
ग़൛（353）ۀ

（171）ۀ࡞੍ࠂ޿
ө૾ɾԻ੠ɾจࣈ৘ใ੍࡞ʹ
ෟଳ͢ΔαーϏス（170）ۀ

テϨϏδϣンɾラδΦ（ܝ࠶	
൪૊੍（358）ۀ࡞

（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-6-5 ࿑ಇੜੑ࢈ɺ࿑ಇ૷උ཰ɺ࿑ಇ෼഑཰のঢ়گ

਺ۀا ࿑ಇੜੑ࢈（ສԁ�ਓ） ࿑ಇ૷උ཰（ສԁ�ਓ） ࿑ಇ෼഑཰（ˋ）
201�年度 201�年度 લ年度ൺ 201�年度 201�年度 લ年度ൺ 201�年度 201�年度 લ年度ൺ 201�年度 201�年度 લ年度ࠩ

৘ใ௨৴ۀશମ 5
519� 5
467� ˛�0.9% 1
332.0 1
357.4 1.9% 1
245.5 1
245.6 0.0% 41.2 41.2 ˛�0.1QU
ۀ௨৴ؾి 356� 372� 4.5% 4
648.5 4
347.6 ˛�6.5% 8
488.3 7
887.3 ˛�7.1% 13.3 13.9 0.6QU
ຽؒ์ૹۀ 374� 373� ˛�0.3% 2
104.8 2
061.5 ˛�2.1% 2
943.6 3
279.7 11.4% 34.3 39.7 5.4QU
༗ઢ์ૹۀ 218� 216� ˛�0.9% 2
811.4 2
868.5 2.0% 5
127.2 5
938.6 15.8% 18.4 19.9 1.5QU
ιϑτ΢Σアۀ 2
930� 2
878� ˛�1.8% 997.4 1
048.8 5.2% 367.1 382.6 4.2% 58.9 56.9 ˛�2.0QU
৘ใॲཧɾఏڙαーϏスۀ 1
776� 1
794� 1.0% 818.5 851.9 4.1% 278.6 272.0 ˛�2.4% 57.2 58.3 1.0QU
Πンターωοτෟਵαー
Ϗスۀ 687� 667� ˛�2.9% 1
468.7 1
480.7 0.8% 929.4 951.3 2.4% 38.9 38.6 ˛�0.4QU

ө૾৘ใ੍࡞ɾ഑ۀڅ 451� 438� ˛�2.9% 1
218.0 1
291.5 6.0% 1
207.5 1
208.6 0.1% 49.5 46.7 ˛�2.8QU
Ի੠৘ใ੍ۀ࡞ 113� 101� ˛�10.6% 1
402.6 1
606.3 14.5% 329.8 322.1 ˛�2.4% 32.7 31.6 ˛�1.1QU
৽ฉۀ 125� 127� 1.6% 1
369.0 1
335.8 ˛�2.4% 2
437.4 2
500.8 2.6% 58.4 59.8 1.4QU
ग़൛ۀ 351� 353� 0.6% 1
097.9 1
106.5 0.8% 1
328.0 1
415.5 6.6% 56.7 57.4 0.8QU
ۀ࡞੍ࠂ޿ 144� 171� 18.8% 1
303.8 1
224.2 ˛�6.1% 890.0 1
013.9 13.9% 54.1 56.4 2.3QU
ө૾ɾԻ੠ɾจࣈ৘ใ੍
ۀෟଳ͢ΔαーϏスʹ࡞ 158� 170� 7.6% 926.4 943.6 1.9% 713.1 710.2 ˛�0.4% 62.4 61.4 ˛�0.9QU

テϨϏδϣンɾラ（ܝ࠶）
δΦ൪૊੍ۀ࡞ 379� 358� ˛�5.5% 1
134.2 1
112.8 ˛�1.9% 956.9 923.4 ˛�3.5% 54.4 55.9 1.5QU

（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

＊21	労働生産性＝付加価値額÷従業者数　従業員一人当たりの付加価値額をみる指標。
＊22	労働装備率＝有形固定資産÷従業者数　従業員一人当たりどれだけの資本（有形固定資産）を使用しているかをみる指標。
＊23	労働分配率＝給与総額÷付加価値額×100　生み出された付加価値のうち、どれだけ人件費に分配されたかをみる指標。
＊24	法人企業統計調査結果（平成29年度）（2018年9月3日公表）によると、全産業（金融業、保険業を除く）の労働生産性は739万円となって

いる。
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電気通信業、放送業＊262

ア　売上高の状況
●2017年度の売上高は、合計で17兆5,412億円
電気通信業、放送業の2017年度売上高は17兆5,412
億円（前年度比1.3％減）であり、事業別にみると、電気
通信事業は14兆238億円、民間放送事業は2兆3,207億
円、有線テレビジョン放送事業は4,790億円となってい
る（図表3-1-6-7）。
2010年度から2017年度の推移についてみると、電気
通信業と放送業の両方において横ばいである（図表3-1-
6-8）。

イ　今後の事業運営
●今後1年以内に新たな分野に事業展開したいと考えている企業は電気通信事業で43.5％、有線テレビジョン放

送事業で45.2％
今後1年以内に新たな分野に事業展開したいと考えている企業は、電気通信事業で43.5％、民間放送事業で
24.9％、有線テレビジョン放送事業で45.2％となっている（図表3-1-6-9）。事業展開したい分野をみると、電気
通信事業及び有線テレビジョン放送事業では「FTTHサービス」を新たに展開したいと考える企業が多い。また、

図表3-1-6-6 ࿑ಇੜੑ࢈ɺ࿑ಇ૷උ཰ɺ࿑ಇ෼഑཰のਪҠ＊25

࿑ಇ෼഑཰（ˋ）

࿑ಇੜੑ࢈（ສԁ�ਓ）
࿑ಇ૷උ཰（ສԁ�ਓ）1
495.2 1
407.2 1
383.8 1
413.8 1
393.1

1
502.7
1
332 1
357.4

2
123

2
058.7 2
047.3 1
968.7
1
801.2 1
774.6

1
245.5 1
245.6

37.2 40.2 40.5 39.3 40.1 37.1
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（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-6-7 ௨৴ŋ放送ۀの売্ߴ
（୯Ґɿࣾɺஹԁ）

۠ɹɹ෼
201�年度

਺ۀا 売্ߴ
௨৴ɾ์ૹۀશମ 946 17.5

ۀࣄ௨৴ؾి 375 14.0

์ૹۀࣄ 571 3.5
ຽؒ์ૹۀࣄ 359 2.3
༗ઢテϨϏδϣン์ૹۀࣄ 211 0.5
/), 1 0.7

˞/),͸ެදࢿྉʹΑΔɻ
（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-6-8 のਪҠߴ਺ɾ売্ۀاのۀɾ放送ۀ௨৴ؾి

ʲిؾ௨৴ۀʳ ʲ放送ۀʳ

਺ۀا ച্ߴ

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
0.0

4.0

6.0

2.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0
（ஹԁ）

0

150

100

250

50

200

300

350

400

450

500
（ࣾ）

600 597 628 680
605 591 580 571

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
0.0

1.0

2.5

0.5

1.5

3.5

2.0

3.0

4.0
（ஹԁ）

0

100

300

400

200

500

600

800

700

（ࣾ）

3.53.63.53.53.6

3.03.1
3.414.014.214.013.713.6

13.013.313.4

375375399407
450418

373380

（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

＊25	 2015年度から2016年度にかけて調査対象企業の一部に組織再編があり調査対象外となったため、比較には注意を要する。
＊26	情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（電気通信業、放送業）に回答した737社（事業ベースでは945社）について集計したも

の。なお、日本放送協会（NHK）については公表資料から数値を計上している。
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民間放送事業では「ウェブコンテンツ配信」
への展開意向が多い（図表3-1-6-10）。

放送番組制作業＊273
ア　売上高の状況
●2017年度の売上高は、3,247億円
放送番組制作業の2017年度売上高は
3,247億円（前年度比6.2％減）となってい
る（図表3-1-6-11）。

図表3-1-6-10 ల։͠た͍ͱ͍ͯ͑ߟΔۀࣄの಺༰（ෳ਺ճ౴্Ґ）
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（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-6-11 放送番組੍ۀ࡞のۀا਺ɾ売্ߴのਪҠ
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（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

＊27	情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（放送番組制作業）に回答した316社について集計したもの。

図表3-1-6-9 ৽たͳ෼໺にۀࣄల։͠た͍ͱ͍ͯ͑ߟΔۀاのׂ
合
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（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html
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イ　テレビ放送番組の二次利用
●二次利用を行っている企業の割合が増加
2017年度に制作し、「完パケ」＊28納品したテレビ放送番組を保有している企業のうち、二次利用を行っているも

のは74.6％（前年度差4.5ポイント低下）となっている。二次利用の形態は、「再放送への利用」（76.8％）の割合
が最も大きい（図表3-1-6-12）。

インターネット附随サービス業＊294
ア　売上高の状況
●2017年度の売上高は、2兆5,613億円
インターネット附随サービス業の2017年度売上高は2兆5,613億円（前年度比1.2%増）であり、1企業当たり
の売上高は48.4億円（前年度比2.1％増）となっている。売上高をサービス別にみると、「ウェブコンテンツ配信
業」、「ショッピングサイト運営業及びオークションサイト運営業」、「クラウドコンピューティングサービス」の順
となっている（図表3-1-6-13）。
2010年度から2017年度の推移について見てみると、売上高は2012年度に一度落ち込んだものの、増加傾向に
ある。一方で、企業数は2013年度がピークとなっている。

図表3-1-6-12 テϨϏ放送番組のೋ࣍ར༻のঢ়ٴگͼೋ࣍ར༻のܗଶ（ෳ਺ճ౴্Ґ5Ґ）
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Ӵ੕์ૹ（$4ΛؚΉ）
൪૊ͱͯ͠のར༻

ʻೋ࣍ར༻ܗଶʼ （%）

2016年度（O�159）
2015年度（O�155）

2017年度（O�138）

74.6

79.1

70.5

25.4

20.9

29.5

71.0

43.2

40.0

30.3

29.7

69.8

45.9

42.1

29.6

26.4

����

50��

����

�1��

2��0

（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

＊28	「完パケ」とは、収録・編集などが終わりいつでも放送できるように完全に出来上がっている番組のことをいう。
＊29	情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（インターネット附随サービス業）に回答した529社について集計したもの。
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イ　今後の事業展開
●情報ネットワーク・セキュリティ・サービス、情報処理・提供サービスを展開したいと考えている企業が増加
今後新たに展開したいと考えている事業分野について、回答企業の割合が大きかったものは「クラウドコン
ピューティングサービス」が15.4％（前年度差4.3ポイント低下）、「ウェブコンテンツ配信」が15.4％（前年度
差2.6ポイント低下）、「情報ネットワーク・セキュリティ・サービス」が14.9％（前年度差3.4ポイント上昇）と
なっている。（図表3-1-6-15）。

図表3-1-6-13 αʔϏεผۀا਺ɾ売্ߴ（ΞΫテΟϏテΟϕʔε）

਺ۀا 売্ߴ（ԯԁ） （ԯԁ）ߴ౰たΓ売্ۀا1

201�年度 201�年度 લ年度ൺ
（ˋ） 201�年度 201�年度 લ年度ൺ

（ˋ） 201�年度 201�年度 લ年度ൺ
（ˋ）

ܭ߹ 534 529 ˛�0.9 25
315.6 25
612.5 1.2 47.4 48.4 2.1
΢Σϒ৘ใࡧݕαーϏスۀ 63 70 11.1 1
041.6 1
208.5 16.0 16.5 17.3 4.4
γϣοϐンάαΠτӡӦٴۀͼΦーΫγϣンαΠτӡӦۀ 78 75 ˛�3.8 2
946.1 3
300.8 12.0 37.8 44.0 16.5
ۀ൘ɾϒϩάαーϏスɾ4/4ӡӦࣔܝࢠి 14 15 7.1 334.4 367.3 9.8 23.9 24.5 2.5
΢Σϒίンテンツ഑৴ۀ 142 137 ˛�3.5 8
672.2 7
824.5 ˛�9.8 61.1 57.1 ˛�6.5
͏ͪ*157αーϏスʹΑΔऩೖ 15 12 ˛�20.0 645.6 532.1 ˛�17.6 43.0 44.3 3.0

Ϋラ΢ドίンϐューティンάαーϏス 129 116 ˛�10.1 1
166.4 1
211.7 3.9 9.0 10.4 15.5
ۀೝূࢠి 13 10 ˛�23.1 93.5 87.6 ˛�6.3 7.2 8.8 21.8
৘ใωοτϫーΫɾηキュリティɾαーϏスۀ 64 62 ˛�3.1 810.4 760.5 ˛�6.2 12.7 12.3 ˛�3.1
՝ۚɾܾࡁ୅ۀߦ 25 24 ˛�4.0 814.1 1
007.5 23.8 32.6 42.0 28.9
αーバ؅ཧडୗۀ 83 82 ˛�1.2 287.2 324.1 12.8 3.5 4.0 14.2
その他のΠンターωοτෟਵαーϏスۀ 122 148 21.3 8
965.8 9
520.1 6.2 73.5 64.3 ˛�12.5
˞1ɹෳ਺ۀࣄΛซӦ͢Δ͕͋ۀاΔͨΊɺۀا਺の߹ܭͱ಺༁の࿨͸ඞͣ͠΋Ұக͠ͳ͍ɻ
˞2ɹച্ߴの಺༁ʹճ౴のͳ͍͕͋ۀاΔͨΊɺച্ߴの߹ܭͱ಺༁の࿨͸Ұக͠ͳ͍ɻ
˞3ɹ�ʮγϣοϐンάαΠτӡӦٴۀͼΦーΫγϣンαΠτӡӦۀʯ͸ΠンターωοτɾγϣοϐンάɾαΠτӡӦٴۀͼΠンターωοτɾΦーΫγϣンɾαΠτӡ

ӦۀΛ͍͏ɻ
（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-6-14 ΠンλʔωοτෟਵαʔϏεۀのۀا਺ɾ売্ߴのਪҠ

਺ۀا ച্ߴ
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1.5 1.4

1.8 1.9

2.4
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（ஹԁ）
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（ࣾ）

（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-6-15 （ෳ਺ճ౴্Ґ）گ෼໺のঢ়ۀࣄΔ͍ͯ͑ߟ৽たにల։͠た͍ͱޙࠓ

その他のΠンターωοτෟਵαーϏス

΢Σϒίンテンツ഑৴

Ϋラ΢ドίンϐューティンάαーϏス

0 5 10 15 20 25 30 35 40（ˋ）

2016年度（O�183）2015年度（O�194） 2017年度（O�195）

�1��

15��

15��

36.1

18.0

19.7

34.5

৘ใωοτϫーΫɾηキュリティɾαーϏス
1���

11.5
18.0

৘ใॲཧɾఏڙαーϏス
1���

12.0 14.4

18.6

21.1

˞ճ౴ʹʮޙࠓ৽ͨʹల։͍ͨ͠ͱ͍ͯ͑ߟΔۀࣄʯ͕͋ͬͨۀا਺Ͱআͨ͠਺஋Ͱ͋Δɻ
（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html
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情報サービス業＊305
ア　売上高の状況
●2017年度の売上高は、17兆5,091億円
情報サービス業の2017年度売上高は17兆5,091億円であり、1企業当たりの売上高は50.1億円（前年度比
4.8％増）となっている。売上高を業種別にみると、すべての業種が昨年度より増加している（図表3-1-6-16）。
2010年度から2017年度の推移についてみると、売上高は増加傾向にあり、企業数は2012年度以降微増を続け
ている（図表3-1-6-17）。
図表3-1-3-16 （ΞΫテΟϏテΟϕʔε）ߴ਺ͱ売্ۀاछผۀ

਺ۀا 売্ߴ（ԯԁ） （ԯԁ）ߴ౰たΓ売্ۀا1

201�年度 201�年度 લ年度ൺ
（�） 201�年度 201�年度 લ年度ൺ

（�） 201�年度 201�年度 લ年度ൺ
（�）

ܭ߹ 3
501 3
498 ˛�0.1 167
289 175
091 4.7 47.8 50.1 4.8
डୗ։ൃιϑτ΢Σアۀ 2
355 2
321 ˛�1.4 79
665 80
955 1.6 33.8 34.9 3.1
૊ࠐΈιϑτ΢Σアۀ 247 264 6.9 2
609 3
226 23.6 10.6 12.2 15.7
ύοέーδιϑτ΢Σアۀ 687 690 0.4 10
930 11
124 1.8 15.9 16.1 1.3
ήーϜιϑτ΢Σアۀ 97 88 ˛�9.3 6
351 6
793 7.0 65.5 77.2 17.9
৘ใॲཧαーϏスۀ 1
037 1
070 3.2 38
218 39
171 2.5 36.9 36.6 ˛�0.7
৘ใఏڙαーϏスۀ 197 189 ˛�4.1 2
846 3
296 15.8 14.4 17.4 20.7
ۀ৔ௐࠪɾੈ࿦ௐࠪɾࣾձௐࠪࢢ 97 90 ˛�7.2 1
793 2
358 31.5 18.5 26.2 41.8
その他の৘ใαーϏスۀ 1
073 1
106 3.1 24
876 28
170 13.2 23.2 25.5 9.9

（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-6-17 ৘ใαʔϏεۀのۀا਺ɾ売্ߴのਪҠ＊31

਺ۀا ച্ߴ
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（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

＊30	情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（情報サービス業）に回答した3,498社について集計したもの。
＊31	 2010年度から2014年は主業格付けベース（企業を売上高の最も大きい業種に格付けして売上を集計）による集計、2015年度から2017年

はアクティビティベース（主業か否かを問わず、少しでも営んでいる業種に企業全体の売上を集計）による集計をおこなっているため、比較
には注意を要する。
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イ　元請け･下請けの状況
●元請け･下請け別企業数の割合は、元請けが87.2％、一次下請けが58.5％
開発･制作部門における元請け・下請け別の企業数の割合は、資本金規模が大きくなるに従い、元請けの割合が
増加し、下請けの割合が減少している（図表3-1-6-18）。

映像・音声・文字情報制作業＊326
ア　売上高の状況
●2017年度の売上高は、2兆9,041億円
映像・音声・文字情報制作業の2017年度売上高は2兆9,041億円（前年度比2.2％減）であり、1企業当たりの
売上高は39.9億円（前年度比1.4％減）となっている。売上高を業種別にみると、新聞業が最も多く、出版業、広
告制作業の順となっている（図表3-1-6-19）。
2010年度から2017年度の推移についてみると、2013年度以降は売上高、企業数ともに横ばいである。（図表
3-1-6-20）。

図表3-1-6-18 گ੥͚ɾԼ੥͚のঢ়ݩ

੥͚ݩ Ұ࣍Լ੥͚ ೋ࣍Լ੥͚ Ҏ߱のԼ੥͚࣍ࡾ

ʲݩ੥͚ɾԼ੥͚ۀا਺のׂ合ʳ ʲࢿຊۚن໛ผۀا਺のׂ合ʳ

87.2 84.7
90.7
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58.5 61.5
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47.0

24.8 29.0
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9.68.4 10.1 5.8 2.6
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ܭ߹ 3ઍສԁʙ
1ԯԁະຬ

1ԯԁʙ
3ԯԁະຬ

3ԯԁҎ্
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（%）

ɻܭ਺Ͱूۀا͸ෳ਺ճ౴Ͱ͋Γɺճ౴の͋ͬͨࢪ੥͚ɾԼ੥͚の࣮ݩ˞
（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-6-19 （ΞΫテΟϏテΟϕʔε）ߴ਺ͱ売্ۀاछผۀ

਺ۀا 売্ߴ（ԯԁ） （ԯԁ）ߴ౰たΓ売্ۀا1

201�年度 201�年度 લ年度ൺ
（ˋ） 201�年度 201�年度 લ年度ൺ

（ˋ） 201�年度 201�年度 લ年度ൺ
（ˋ）

ܭ߹ 734 728 ˛�0.8 29
686 29
041 ˛�2.2 40.4 39.9 ˛�1.4
өըɾϏσΦ੍ۀ࡞ 134 129 ˛�3.7 1
060 1
183 11.6 7.9 9.2 15.9
アニメーγϣン੍ۀ࡞ 29 32 10.3 677 833 22.9 23.4 26.0 11.4
Ϩίード੍ۀ࡞ 29 26 ˛�10.3 1
519 1
519 0.0 52.4 58.4 11.6
৽ฉۀ 114 115 0.9 10
131 9
915 ˛�2.1 88.9 86.2 ˛�3.0
ग़൛ۀ 313 309 ˛�1.3 8
272 8
155 ˛�1.4 26.4 26.4 ˛�0.1
ۀ࡞੍ࠂ޿ 189 184 ˛�2.6 4
655 4
195 ˛�9.9 24.6 22.8 ˛�7.4
өըɾϏσΦɾテϨϏδϣン൪૊഑ۀڅ 44 45 2.3 1
519 1
413 ˛�7.0 34.5 31.4 ˛�9.1
ө૾ɾԻ੠ɾจࣈ৘ใ੍࡞ʹෟଳ͢ΔαーϏス
ۀ 197 187 ˛�5.1 1
852 1
828 ˛�1.3 9.4 9.8 4.0

（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

＊32	情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（映像・音声・文字情報制作業）に回答した728社について集計したもの。
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イ　課金システムの状況
●定額制の課金システムの割合が拡大
映像･音楽の配信に係る課金システムをみ
ると、「定額制」が35.7％（前年度差1.1ポ
イント低下）と最も高く、次いで「定額制と
従量制の組み合わせ」が29.2％（前年度差
0.9ポイント低下）となっている。広告モデ
ルによる無料配信が26.3%（前年度差4.2ポ
イント上昇）と拡大傾向にある（図表3-1-6-
21）。

7 電気通信市場の動向

市場規模1
●電気通信事業の売上高をみると、移動通信

が全体の半数以上を占め、役務別ではデー
タ伝送役務の占める比率が年々上昇
2017年度における電気通信事業の売上高
は、14兆238億円（前年度比1.1%減）と
なっている（図表3-1-7-1）。
固定通信＊34と移動通信＊35の売上比率は、

固定通信の割合が32.4％、移動通信が
52.2％となっている（図表3-1-7-2）。また、
売上高の役務別比率をみると、音声伝送役務
の割合が全体の27.6％であり、データ伝送
役務は56.9%となっている（図表3-1-7-3）。

図表3-1-6-20 ө૾ɾԻ੠ɾจࣈ৘ใ੍ۀ࡞のۀا਺ɾ売্ߴのਪҠ＊33
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（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-6-21 ө૾ɾԻָの഑৴に܎Δ՝ۚγεテϜ

ैྔ੍
ϞσϧʹΑΔແྉ഑৴ࠂ޿
ఆ੍ֹ ఆ੍ֹͱैྔ੍の૊Έ߹Θͤ
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（O�137）
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（O�136）
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（O�125）
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29.2
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26.3
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（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-7-1 のਪҠߴの売্ۀࣄ௨৴ؾి
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（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

＊33	 2010年度から2014年は主業格付けベース（企業を売上高の最も大きい業種に格付けして売上を集計）による集計、2015年度から2017年
はアクティビティベース（主業か否かを問わず、少しでも営んでいる業種に企業全体の売上を集計）による集計をおこなっているため、比較
には注意を要する。

＊34	「固定音声伝送（国内）」、「固定音声伝送（国際）」及び「固定データ伝送」の合計。
＊35	「携帯又はPHS音声伝送」、「携帯又はPHSデータ伝送」及び「BWAデータ伝送」の合計。
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移動系通信サービス主要事業者のARPUをみると、NTTドコモは4,800円、KDDIは6,560円、ソフトバンク
は4,360円となっている（図表3-1-7-4）。

図表3-1-7-2 ఆ௨৴ͱҠಈ௨৴ݻのऀۀࣄ௨৴ؾి
の売্ൺ཰のਪҠ
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（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-7-3 のԻ੠఻送ͱσʔλ఻ऀۀࣄ௨৴ؾి
送の売্ൺ཰のਪҠ
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Ի੠఻ૹ σータ఻ૹ その他

˞ച্಺༁ʮෆ໌ʯΛআ͍ͯࢉग़
（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

事業者数2
●電気通信事業者数は、3年連続増加
2018年度末における電気通信事業者数は1万9,818者（登録事業者327者、届出事業者1万9,491者）となっ
ている（図表3-1-7-5）。また、国内における通信業界の変遷は図表3-1-7-6のとおりとなっている。

図表3-1-7-4 ಺Ҡಈ体�ࣾの௚ۙ5年ؒのҠಈ体"316のਪҠࠃ
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Ի੠"316

その他"316
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˞1ɹ֤ࣾの"316͸ɺ֤ࣾ͝ͱのج४Ͱࢉग़ɺެද͞Ε͍ͯΔ΋のɻಉҰのํࢉܭ๏Ͱࢉग़͞Εͨ΋のͰ͸ͳ͍ɻ
˞2ɹ�,%%*（BV）の਺஋͸͍ͣΕ΋ʠ"31"ʡ（"WFSBHF�3FWFOVF�1FS�"DDPVOU）の਺஋ΛҾ༻ͨ͠΋のɻ2014年度の਺஋ʹ͍ͭͯɺ"316͔Β"31"ʹ਺஋Λ

मਖ਼ͨ͠ɻ
˞3ɹ/55ドίϞٴͼιϑτバンΫの2014年度の਺஋ʹ͍ͭͯɺ2015年度͔Β2017年度·Ͱの਺஋ͱ৚݅Λἧ͑ΔͨΊʹ਺஋Λमਖ਼ͨ͠ɻ
˞4ɹ/55ドίϞٴͼιϑτバンΫの2018年度の਺஋͸ɺそΕͧΕ2017年度·Ͱの਺஋͔Βදࣔํ๏͕ม͞ߋΕ͍ͯΔͨΊɺൺֱʹ͸஫ҙ͕ඞཁɻ

（出典）各社決算資料により作成

図表3-1-7-5 ਺のਪҠऀۀࣄ௨৴ؾి

（年度຤） 200� 2010 2011 2012 201� 201� 2015 201� 201� 201�
਺ऀۀࣄ௨৴ؾి 15
250� 15
569� 15
509� 16
016� 16
321� 16
723� 17
519� 18
177 19
079 19
818

（出典）情報通信統計データベース
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/tsuushin04.html
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電気通信サービスの事故発生状況3
●2017年度の重大な事故＊36の発生件数は4

件
2017年度に報告のあった四半期毎の報告
を要する事故＊37は、6,205件となり、その
うち、重大な事故は4件であり、2016年度
より1件減少した（図表3-1-7-7）。なお、
2011年3月11日に発生した東日本大震災に
伴う電気通信役務の停止については、事故件
数に含めていない。

図表3-1-7-6 քのมભۀ಺௨৴ࠃ
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＊36	・電気通信役務の提供を停止又は品質を低下させた事故で、次の基準に該当するもの
	 　一	緊急通報を取り扱う音声伝送役務：
	 　　	継続時間1時間以上かつ影響利用者数3万以上のもの
	 　二	緊急通報を取り扱わない音声伝送役務：
	 　　	継続時間2時間以上かつ影響利用者数3万以上のもの又は継続時間1時間以上かつ影響利用者数10万以上のもの
	 　三	利用者から電気通信役務の提供の対価としての料金の支払を受けないインターネット関連サービス（音声伝送役務を除く）：
	 　　	継続時間24時間以上かつ影響利用者数10万以上のもの又は継続時間12時間以上かつ影響利用者数100万以上もの
	 　四	一から三までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務：
	 　　	継続時間2時間以上かつ影響利用者数3万以上のもの又は継続時間1時間以上かつ影響利用者数100万以上
	 ・	衛星、海底ケーブルその他これに準ずる重要な電気通信設備の故障の場合は、その設備を利用する全ての通信の疎通が2時間以上不能であ

るもの
＊37	電気通信役務の提供を停止又は品質を低下させた事故で、影響利用者3万以上又は継続時間2時間以上のもの。

図表3-1-7-7 ॏେͳނࣄのൃੜ݅਺のਪҠ
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（出典）総務省「電気通信サービスの事故発生状況（平成29年度）」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban05_02000162.html
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8 放送市場の動向

放送市場の規模1
ア　放送事業者の売上高等
● 2017年度の放送事業者売上高は3兆9,337億円
我が国における放送は、受信料収入を経営の基盤とするNHK（日本放送協会）と、広告収入又は有料放送の料
金収入を基盤とする民間放送事業者の二元体制により行われている。また、放送大学学園が、教育のための放送を
行っている。
放送事業収入及び放送事業外収入を含めた放送事業者全体の売上高については、2016年度より増加し、2017
年度は、3兆9,337億円（前年度比0.1％増）となった。
その内訳をみると、地上系民間基幹放送事業者の売上高総計が2兆3,471億円（前年度比1.3％減）、衛星系民間
放送事業者の売上高総計が3,697億円（前年度比6.8%増）、ケーブルテレビ事業者の売上高総計が4,992億円（前
年度比0.8％減）、NHKの経常事業収入が7,177億円（前年度比1.9％増）となった。
なお、市場シェアでは、地上系民間基幹放送事業者の売上高総計が、民間放送事業者の売上高総計の73.0%（前
年度差0.7ポイント減）を占めている（図表3-1-8-1）。
有線テレビジョン放送事業のサービス別売上高をみると、ベーシックサービスが3,608億円、ペイサービスが
219億円となっている（図表3-1-8-2）。
地上系民間基幹放送事業者の収入の大部分は、広告収入であり、2018年の広告収入は、1兆9,126億円となっ
ている。内訳は、テレビジョン放送事業に係るものが1兆7,848億円、ラジオ放送事業に係るものが1,278億円と
なっている（図表3-1-8-3）。
図表3-1-8-1 放送ۀ࢈のࢢ場ن໛（売্ܭूߴ）のਪҠͱ಺༁
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437� 5
177� 4
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˞1ɹӴ੕์ૹ܎ʹۀࣄΔӦۀऩӹΛର৅ʹूܭɻ
˞2ɹ�έーϒϧテϨϏऀۀࣄ͸ɺ2010年度·Ͱ͸ࣗओ์ૹΛچ͏ߦ༗ઢテϨϏδϣン์ૹ๏のڐچՄࢪઃ（ؾిچ௨৴໾຿ར༻์ૹ๏のొ࿥Λड͚ͨઃඋͰɺ౰

ݶʹӦར๏ਓ）ऀۀࣄ࿥Ұൠ์ૹొ͏ߦ௨৴ઃඋΛ༻͍ͯࣗओ์ૹΛؾઃͱಉ౳の์ૹํࣜの΋のΛؚΉɻ）Λ༗͢ΔӦར๏ਓɺ2011年度͔Β͸༗ઢిࢪ֘
Δɻ）Λର৅ʹूܭ（͍ͣΕ΋ɺ*1マϧνキϟスτํࣜʹΑΔऀۀࣄ౳Λআ͘）ɻ

˞3ɹ/),の஋͸ɺܦৗۀࣄऩೖɻ
˞4ɹέーϒϧテϨϏ౳Λ͍݉ͯ͠ۀΔίϛュニティ์ૹऀۀࣄ͸আ͘ɻ

（出典）総務省「民間放送事業者の収支状況」及びNHK「財務諸表」各年度版により作成
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イ　民間放送事業者の経営状況
●民間放送事業者の2017年度の営業損益は、地上系、衛星系、ケーブルテレビのいずれも黒字を確保
民間放送事業者の営業損益の状況は、次の
とおりとなっている（図表3-1-8-4）。
（ア）地上系民間基幹放送事業者
引き続き営業黒字を確保し、2017年度の
売上高営業利益率は6.2％となっている。
（イ）衛星系民間放送事業者
引き続き営業黒字を確保し、2017年度の
売上高営業利益率は9.6％となっている。
（ウ）ケーブルテレビ事業者
売上高営業利益率は10％前後を維持して
おり、2017年度は10.6％となっている。

事業者数及び放送サービスの提供状況2
ア　事業者数
●2018年度末での民間放送事業者数は、地上系は前年より増加
2018年度末における民間放送事業者数は図表3-1-8-5のとおりであり、内訳は、地上系民間基幹放送事業者

526社（うちコミュニティ放送を行う事業者が325社）、衛星系民間放送事業者が41社となっている。

図表3-1-8-4 ຽؒ放送ऀۀࣄの売্ߴӦۀརӹ཰のਪҠ

έーϒϧテϨϏ஍্์ૹ˞ Ӵ੕์ૹ

（ˋ）

8.0 7.7

10.0 10.2
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8.4

10.2 10.7 10.7 10.6
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6.5

8.9

8.5
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8.7 8.4
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8
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12

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017（年度）

˞ίϛュニティ์ૹΛআ͘஍্์װجૹ
（出典）総務省「民間放送事業者の収支状況」各年度版等により作成

図表3-1-8-2 ༗ઢテϨϏδϣン放送ۀࣄのαʔϏεผ売
のਪҠߴ্

೉ࢹௌ༻์࠶ૹ
ϖΠαーϏス
ϕーγοΫαーϏス
その他ʴෆ໌

ܭ߹

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
131 76 85 118 63 62 56 54 49 39
178 194 212 347 223 387 324 249 177 219
2
775 3
166 3
175 3
510 3
584 3
582 3
331 3
323 3
401 3
608
888 492 697 555 514 598 1
005 1
236 1
253 924
3
972 3
928 4
168 4
530 4
384 4
629 4
716 4
862 4
879 4
790

3
972 3
928 4
168
4
530 4
384 4
629

4
716 4
862 4
879 4
790

0
500
1
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1
500
2
000
2
500
3
000
3
500
4
000
4
500
5
000
（ԯԁ）

（年度）

˞ച্ߴ͸શճ౴ऀۀࣄのੵ্͛Ͱ͋Γɺ֤年度のճ౴ऀۀࣄ਺͕ҟͳΔͨ
Ίɺൺֱʹ͸஫ҙΛཁ͢Δɻ

（出典）総務省・経済産業省「情報通信業基本調査」（各年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

図表3-1-8-3 ஍্ܥຽؒװج放送ऀۀࣄのࠂ޿ऩೖの
ਪҠ

஍্テϨϏδϣン์ૹࠂ޿ऩೖ ஍্ラδΦ์ૹࠂ޿ऩೖ

19
092
17
139 17
321 17
237 17757 17
913 18
347 18
088 18
374 18
178 17848

1
549

1
370 1
299 1
247 1
246 1
243 1
272 1
254 1
285 1
290 1278

20
��1

1�
50� 1�
�20 1�
��� 1�
00� 1�
15�
1�
�1� 1�
��2 1�
�5� 1�
��� 1�
12�

0

5
000

10
000

15
000

20
000

25
000

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018（年）

（ԯԁ）

※�地上テレビジョン広告費、地上ラジオ広告費を民間地上放送事業者の広告収
入とした。

（出典）電通「日本の広告費」により作成
http://www.dentsu.co.jp/news/release/2019/0228-009767.html
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イ　提供状況
（ア）地上テレビジョン放送
●2018年度末時点で放送を行っている地上テレビジョン放送事業者数は、127社（うち兼営32社）
2018年度末における民間の地上テレビジョン放送事業
者数は図表3-1-8-5のとおりとなっている。
なお、地上系民間テレビジョン放送の視聴可能チャンネ
ル数を都道府県別にみると、図表3-1-8-6のとおりとなっ
ている。
（イ）地上ラジオ放送
●2018年度末時点で放送を行っている地上ラジオ放送事

業者数は、AM放送については47社（うち単営15社、
兼営32社）、FM放送については377社（うちコミュニ
ティ放送事業者は325社）、短波放送は1社
2018年度末における民間の地上ラジオ放送事業者数は
図表3-1-8-5のとおりとなっている。
中波放送（AM放送）については、各地の地上系民間基
幹放送事業者（2018年度末現在47社）が放送を行って
いる。
超短波放送（FM放送）については、各地の地上系民間
基幹放送事業者（2018年度末現在377社）が放送を行っ
ている。そのうち、原則として一

いち
の市町村の一部の区域を

放送対象地域とするコミュニティ放送事業者は325社と
なっている。

図表3-1-8-5 ຽؒ放送ऀۀࣄ਺のਪҠ

年度຤ 2005 200� 200� 200� 200� 2010 2011 2012 201� 201� 2015 201� 201� 201�

஍্ܥ

テϨϏδϣン
์ૹ（୯Ӧ）

7)' 16 16 16 16 16 16
93 93 94 94 98 94 94 95

6)' 77 77 77 77 77 77

ラδΦ์ૹ
（୯Ӧ）

த೾（".）์ૹ 13 13 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14 15
௒୹೾（'.）์ૹ 242 257 271 280 290 298 307 319 332 338 350 356 369 377

͏ͪίϛュニティ์ૹ 188 202 218 227 237 246 255 268 281 287 299 304 317 325
୹೾ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

テϨϏδϣン์ૹɾラδΦ์ૹ（݉Ӧ） 34 34 34 34 34 34 34 34 33 33 33 33 33 32
จ์ࣈૹɹ（୯Ӧ） 2 2 2 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0
マϧνメσィア์ૹ 1 1 1 4 4 4 6

খɹܭ 385 400 414 422 432 440 449 461 475 481 500 502 515 526

Ӵ੕ܥ
Ӵ੕์װجૹ

#4์ૹ 13 12 11 11 16 20 20 20 20 20 20 19 19 22
౦110ܦ度$4์ૹ 16 14 12 12 13 13 13 22 23 23 23 23 20 20

Ӵ੕Ұൠ์ૹ 107 104 103 96 91 91 82 65 45 7 5 4 4 4
খܭ 133 127 126 117 113 113 108 92 72 46 44 41 39 41

έーϒϧ
テϨϏ

ొ࿥ʹ܎Δ༗ઢ
Ұൠ์ૹ
（ࣗओ์ૹΛ͏ߦ
（Δݶʹऀ

ઃʹΑΔ์ૹࢪՄڐچ
（ࣗओ์ૹΛݶʹऀ͏ߦΔ） 519 516 517 515 517 502

556 545 539 520 510 508 504 ʵ
༗ઢ໾຿ར༻์ૹچ 16 17 19 21 23 26

͏ͪ*1マϧνキϟスτ
์ૹ 4 4 4 5 5 5 5 4 3 3 3 5 5 ʵ

খɹܭ 535 533 536 536 540 528 556 545 539 520 510 508 504 ʵ
˞1ɹ2015年度຤のテϨϏδϣン์ૹ（୯Ӧ）の਺ʹ͸ɺҠಈड৴༻஍্์װجૹΛऀ͍ͨͯͬߦ（5ऀɻ͏ͪ1ऀ͸஍্์װجૹΛ݉Ӧ）ΛؚΉɻ
˞2ɹ�Ӵ੕์ܥૹऀۀࣄʹ͍ͭͯ͸ɺ2011年6݄ʹվਖ਼ɾ͞ߦࢪΕͨ์ૹ๏ʹ͖ͮجɺ#4์ૹٴͼ౦110ܦ度$4์ૹΛӴ੕์װجૹɺそΕҎ֎のӴ੕์ૹΛӴ

੕Ұൠ์ૹͱͯ͠Ґஔ͚͍ͮͯΔɻ
˞3ɹ�Ӵ੕์ܥૹऀۀࣄʹ͍ͭͯɺʮ#4์ૹʯɺʮ౦110ܦ度$4์ૹʯٴͼʮӴ੕Ұൠ์ૹʯの2Ҏ্Λ݉Ӧ͍ͯ͠Δऀ͕͋ΔͨΊɺそΕͧΕのཝの߹ܭͱখܭཝの

਺஋ͱ͸Ұக͠ͳ͍ɻ·ͨɺ2011年度Ҏ߱͸์ૹΛ͍ͯ͠ࢭٳΔऀΛআ͘ɻ
˞4ɹ�έーϒϧテϨϏʹ͍ͭͯ͸ɺ2010年度·Ͱ͸چ༗ઢテϨϏδϣン์ૹ๏ʹڐچͮ͘جՄࢪઃٴऀۀࣄͼؾిچ௨৴໾຿ར༻์ૹ๏ʹొͮ͘ج࿥ऀۀࣄɻ

2011年度Ҏ߱͸ɺ์ૹ๏ʹͮ͘ج༗ઢిؾ௨৴ઃඋΛ༻͍ͯࣗओ์ૹΛొ͏ߦ࿥Ұൠ์ૹऀۀࣄɻ（ͳ͓ɺ*1マϧνキϟスτ์ૹʹ͍ͭͯ͸ɺ2010年度·
Ͱ͸چ༗ઢ໾຿ར༻์ૹの಺਺ɺ2011年度Ҏ߱͸༗ઢిؾ௨৴ઃඋΛ༻͍ͯࣗओ์ૹΛొ͏ߦ࿥Ұൠ์ૹऀۀࣄの಺਺ɻ）

（出典）総務省「ケーブルテレビの現状」により作成（ケーブルテレビ事業者の数値のみ）
http://www.soumu.go.jp/main_content/000504511.pdf

図表3-1-8-6 ຽؒ஍্テϨϏδϣン放送のࢹௌՄೳ
ͳνϟンωϧ਺（201�年度）

2018 年度຤
ௌՄೳνϟンωϧ਺ࢹ ౎ಓ෎ݝ਺

̒νϟンωϧ 6
̑νϟンωϧ 14
̐νϟンωϧ 13
̏νϟンωϧ 9
̎νϟンωϧ 3
̍νϟンωϧ 2

΋のͰ͸ͳ͍ɻͨ͠هʹのྖ౔Λ໢ཏతࠃ஍ਤ͸ɺզ͕ͨ͠ࡌه˞
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短波放送については、地上系民間基幹放送事業者（2018年度末現在1社）が放送を行っている。
（ウ）マルチメディア放送
●2018年度末時点で放送を行っているマルチメディア放送事業者数は6社
2018年度における民間のマルチメディア放送事業者数は図表3-1-8-5のとおりとなっている。
地上テレビジョン放送のデジタル化により使用可能となった99～108MHzの周波数帯を用いるV-Lowマルチ
メディア放送については、民間基幹放送事業者（2018年度末現在6社）が放送を行っている。
（エ）衛星放送
●2018年度末時点で放送を行っている衛星放送事業者数は、BS放送については22社、東経110度CS放送は20

社であり、衛星一般放送事業者は4社
2018年度末における民間の衛星放送事業者数は図表
3-1-8-5のとおりとなっている。また、我が国の衛星放送
に用いられている主な衛星は図表3-1-8-7のとおりとなっ
ている。
A　衛星基幹放送
BS放送については、NHK、放送大学学園及び民間放送
事業者（2018年度末現在22社）が放送を行っており、
東経110度CS放送については、民間放送事業者（2018
年度末現在20社）が放送を行っている。BS放送のテレビ
番組のチャンネル配列図は図表3-1-8-8のとおりとなって
いる。
B　衛星一般放送
衛星一般放送は、民間放送事業者（2018年度末現在4社）が放送を行っている。

図表3-1-8-7 զ͕ࠃのӴ੕放送に༻͍ΒΕ͍ͯΔओ
ͳӴ੕（201�年度຤）

放送छผ Ӵ੕ （ܦ౦）ಓي ӡ༻։࢝

Ӵ੕์װجૹ

#4"5�3B 110度 2007年10݄
#4"5�4B 110度 2018年12݄
#4"5�3C 110度 2011年7݄
#4"5�3D�+$4"5�1103 110度 2011年9݄
/�4"5�110 110度 2002年2݄

Ӵ੕Ұൠ์ૹ
+$4"5�4# 124度 2012年8݄
+$4"5�3" 128度 2007年3݄

図表3-1-8-8 #4放送のテϨϏ番組のνϟンωϧ഑ྻਤ
ʲӈટʳ
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4%

˞1
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（オ）ケーブルテレビ
●2017年度末のケーブルテレビ事業者数は504社で、幅広いチャンネル数で放送されている
2017年度末におけるケーブルテレビ事業者数は図表3-1-8-5のとおりとなっている。ケーブルテレビでは、地

上放送及び衛星放送の再放送や、自主放送チャンネルを含めた多チャンネル放送が行われている。登録に係る自主
放送を行うための有線電気通信設備（501端子以上）によりサービスを受ける加入世帯数は約3,022万世帯、世帯
普及率は約52.6％となっている（図表3-1-8-9）。

ʲࠨટʳ

2DI（11������()[）

スϩοτ਺

ऀۀࣄ

൪૊

δϟンϧ
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/),ɹ#4�,
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˞
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図表3-1-8-9 ొ࿥に܎Δࣗओ放送Λ͏ߦたΊの༗ઢిؾ௨৴ઃඋにΑΓαʔϏεΛड͚ΔՃೖੈଳ਺ɺීٴ཰のਪҠ
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（出典）総務省「ケーブルテレビの現状」により作成
http://www.soumu.go.jp/main_content/000504511.pdf
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NHKの状況3
ア　NHKの国内放送の状況
●NHKの国内放送のチャンネル数は、地上テレビ

ジョン放送は2チャンネル、ラジオ放送は3チャン
ネル、衛星テレビジョン放送は4チャンネル
NHKが行っている国内放送については、図表3-1-
8-10のとおりである。

イ　NHKのテレビ・ラジオ国際放送の状況
●NHKのテレビ・ラジオ国際放送は、在外邦人及び

外国人に対し、ほぼ全世界に向けて放送
NHKが行っているテレビ・ラジオの国際放送につ
いては、図表3-1-8-11のとおりである。

放送における安全性・信頼性の確保4
●2017年度における設備に起因する重大事故は33件
放送は日頃から国民生活に必需な情報をあ
まねく届け、災害や国民的な関心事に関する
重要な情報を広範な国民に対し瞬時に伝達で
きることから、極めて高い公共性を有する社
会基盤の一つとなっており、放送の業務に用
いられる電気通信設備に起因した放送業務へ
の支障を防ぐことが重要である。放送法にお
いては「設備に起因する放送の停止その他の
重大な事故であって総務省令で定めるものが
生じたときは、その旨をその理由又は原因と
ともに、遅滞なく、総務大臣に報告をしなけ
ればならない」と規定されている。2017年
度における放送停止事故の発生件数は517件
であり、このうち本規定に該当する重大事故
は33件で全体の約6％であった。これを踏
まえ、各事業者における事故の再発防止策の
確実な実施に加え、事業者間での事故事例共
有により同様の事故を防止するための取組が
推進されている（図表3-1-8-12）。
放送停止事故の発生件数及び重大事故は、
2013年度以降減少傾向にあったが、2017年
度は地上系・衛星系の重大事故の件数が前年
度より増加した。重大事故のうち自然災害が
原因のものが8件あり、特に1月には落雷が

図表3-1-8-10 /),のࠃ಺放送（201�年度຤）

۠෼ νϟンωϧ਺

஍্์ૹ
テϨϏδϣン์ૹ

アφϩά์ૹ 0
σδタϧ์ૹ 2

ラδΦ์ૹ
த೾์ૹ（".์ૹ） 2
௒୹೾์ૹ（'.์ૹ） 1

Ӵ੕์ૹ（#4์ૹ） テϨϏδϣン์ૹ
アφϩά์ૹ 0
σδタϧ์ૹ 4

˞1ɹラδΦ์ૹの์ૹ೾਺ʹ͍ͭͯ΋νϟンωϧʹΑΓද͍ͯ͠هΔɻ
˞2ɹアφϩάテϨϏ์ૹʹ͍ͭͯ͸2012年3݄31೔ΛҎͯऴྃͨ͠ɻ

図表3-1-8-11 /),のテϨϏɾϥδΦࡍࠃ放送のঢ়گ
（201�年�݄ࡏݱ）

テϨϏ ϥδΦ
͚޲外๜ਓࡏ 外ࠃਓ͚޲ ͚޲ਓࠃͼ外ٴ外๜ਓࡏ

์ૹؒ࣌ 1೔5ؒ࣌ఔ度 1೔24ؒ࣌ 1೔Ԇ΂6430ؒ࣌෼
༧نࢉ໛ 252.6ԯԁ（ฏ੒31年度/),༧ࢉ）64.5ԯԁ（ಉࠨ）
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ઃࢪӴ੕�ૹ৴༺࢖ Ӵ੕ɺ$"57ɺ他ࠃ֎ ɺ他ہܧ಺ૹ৴ॴɺւ֎தࠃ
ؒ࣌ΑΔ์ૹʹ（ૹ์ࡍࠃ೔ຊ）#*+਺͸ɺؒ࣌ૹの์ૹ์ࡍࠃテϨϏ͚޲ਓࠃ֎˞
ΛؚΉɻ

図表3-1-8-12 ॏେ݅ނࣄ਺のਪҠ
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（出典）総務省「放送の停止事故の発生状況」により作成

図表3-1-8-13 ൃੜݪҼผ放送݅ނࣄ਺のਪҠ（஍্ܥɺӴ੕ܥ˞）
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原因とみられる重大事故（石川県の民放2社）が発生した。
また、発生原因別にみると、自然災害による事故だけでなく設備故障による事故も増加している（図表3-1-8-
13）。

9 コンテンツ市場の動向

我が国のコンテンツ市場の規模1
●我が国のコンテンツ市場規模は11兆8,099

億円で、ソフト別の市場構成比では、映像
系ソフトが全体の6割近く、テキスト系ソ
フトが約36％、音声系ソフトは約6％
我が国の2017年のコンテンツ市場規模は
11兆8,099億円となっている。ソフト別の
市場構成比では、映像系ソフトが全体の6割
近くを占める。また、テキスト系ソフトは約
36％、音声系ソフトは約6％をそれぞれ占め
る＊38（図表3-1-9-1）。
コンテンツ市場全体の市場規模は、2013
年以降、増加傾向で推移している。また、ソ
フト形態別にみると、2012年までは各ソフ
トとも横ばいで推移していたが、2013年以
降は映像系ソフトが拡大している一方で、テ
キスト系ソフトは縮小してきている（図表
3-1-9-2）。

図表3-1-9-1 զ͕ࠃのコンテンツࢢ場の಺༁（201�年）
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（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

図表3-1-9-2 զ͕ࠃのコンテンツࢢ場ن໛のਪҠ（ιϑτܗଶผ）
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（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

＊38	メディア別にソフトを集計するのではなく、ソフトの本来の性質に着目して1次流通とマルチユースといった流通段階別に再集計した上で市
場規模を計量・分析。
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マルチユース＊39の状況2
●コンテンツ市場のうち、1次流通市場の規模は9兆927億円（77.0%）、マルチユース市場の規模は2兆7,172

億円（23.0%）
2017年の1次流通市場の規模は、9兆927億円となり、市場全体の77.0%を占める。1次流通市場の内訳は、
映像系ソフト5兆1,009億円、音声系ソフト5,938億円、テキスト系ソフト3兆3,979億円となっている（図表
3-1-9-3）。
一方、2017年のマルチユース市場の規模は、2兆7,172億円（全体の23.0%）となっている。マルチユース市
場の内訳をみると、映像系ソフトが1兆6,756億円、音声系ソフトが1,565億円、テキスト系ソフトが8,851億円
となっている（図表3-1-9-4）。
また、マルチユース率の推移を見ると、2013年以降ほぼ横ばいとなっている（図表3-1-9-5、図表3-1-9-6）。
図表3-1-9-3 場の಺༁（201�年）ࢢ௨ྲྀ࣍1

場ࢢ௨ྲྀ࣍̍
�ஹ�2�ԯԁ

ө૾ܥιϑτ
5ஹ1
009ԯԁ
56.1%

Ի੠ܥιϑτ
5
938ԯԁ

6.5%

テキスτܥιϑτ
3ஹ3
979ԯԁ

37.4%

஍্テϨϏ൪૊
2ஹ3
735ԯԁ
26.1%

ήーϜιϑτ
1ஹ5
795ԯԁ
17.4%

Ӵ੕ɾ$"57์ૹ
4
628ԯԁ
5.1%ө૾ܥその他

6
852ԯԁ
7.5%

Իָιϑτ
3
931ԯԁ
4.3%

ラδΦ൪૊
1
925ԯԁ

2.1%

Ի੠ܥその他
82ԯԁ
0.1%

৽ฉࣄه
1ஹ3
648ԯԁ

15.0%

ιϑτࢽࡶ
8
222ԯԁ

9.0%

ॻ੶ιϑτ
5
836ԯԁ

6.4%

テキスτܥその他
6
273ԯԁ
6.9%

（出典）総務省情報通信政策研究所
「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

図表3-1-9-4 ϚϧνϢʔεࢢ場の಺༁（201�年）
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（出典）総務省情報通信政策研究所
「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

図表3-1-9-5 զ͕ࠃのコンテンツࢢ場ن໛のਪҠ
（ྲྀ௨ஈ֊ผ）
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（出典）総務省情報通信政策研究所
「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

図表3-1-9-6 ϚϧνϢʔε཰のਪҠ
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（出典）総務省情報通信政策研究所
「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

＊39	あるソフトが内容の同一性を保ちつつ、2次利用以降において複数のメディアで流通すること。
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通信系コンテンツ市場の動向3
●パソコン及び携帯電話向けなどインターネット等を経由した通信系コンテンツの市場規模は、コンテンツ市場全

体の31.1%となる3兆6,784億円
コンテンツ市場のうち、パソコン及び携帯電話向けなどインターネット等を経由した通信系コンテンツの市場規
模は3兆6,784億円となっている。ソフト形態別の市場構成比では、映像系ソフトが61.5%、テキスト系ソフトが
29.7%、音声系ソフトが8.7%をそれぞれ占める（図表3-1-9-7）。
また、通信系コンテンツの市場規模は、2013年以降着実に増加してきている。ソフト形態別に見ると、ゲーム
ソフトが大きく伸びた映像系ソフトは着実に増加しており、通信系コンテンツ市場の進展をけん引している（図表
3-1-9-8）。

図表3-1-9-7 ௨৴ܥコンテンツࢢ場の಺༁
（201�年）
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（出典）総務省情報通信政策研究所
「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

図表3-1-9-8 ௨৴ܥコンテンツࢢ場ن໛のਪҠ
（ιϑτܗଶผ）
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（出典）総務省情報通信政策研究所
「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

放送系コンテンツの市場動向4
●制作している放送番組の種類は「情報番組
（パブリシティ含む）」が71.2％と最も高
い
「テレビジョン番組制作業」「ラジオ番組制
作業」に該当する事業を行っている企業が制
作している放送番組の種類の割合は、「情報
番組（パブリシティ含む）＊40」が71.2％（前
年度差1.7ポイント低下）と最も高く、次い
で「CM」66.5％（前年度差0.1ポイント上
昇）、「バラエティ」46.5％（前年度差1.3ポ
イント低下）となっている（図表3-1-9-9）。

図表3-1-9-9 Δ放送番組のछྨのׂ合（ෳ਺ճ౴）͍ͯ͠࡞੍
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（出典）総務省・経済産業省「平成30年情報通信業基本調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

＊40	「情報番組（パブリシティ含む）」は旅行もの、紀行ものを指す。
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●我が国の2017年度の放送コンテンツ海外輸出額は444.5億円の規模
2017年度の放送コンテンツ海外輸出額は、引き続き増加し、444.5億円となった（図表3-1-9-10）。
権利別に見ると、番組放送権、インターネット配信権、商品化権で9割以上を占める。推移を見ると、インター
ネット配信権と商品化権の増加が顕著である。番組放送権には、番組放送権とインターネット配信権等がセットで
販売される場合も計上されているため、�輸出におけるインターネット配信の影響は非常に大きい（図表3-1-9-
11）。
主体別に見ると、放送コンテンツ海外輸出額全体では、NHK及び民放キー局並びにプロダクション等で9割以
上を占める。番組販売権の輸出額に限った場合、放送事業者が占める割合がやや高くなる（図表3-1-9-12）。

図表3-1-9-11 զ͕ࠃの放送コンテンツ海外輸出額の権ར
ผׂ合のਪҠ

2012 2013 2014 2015 2016 2017
൪૊์ૹݖ 59.6 45.1 47.2 33.5 31.4
Πンターωοτ഑৴ݖ 6.7 14.8 19.0 29.7 26.9
ϏσΦɾ%7%Խݖ 9.7 8.6 5.0 4.8 2.3
൪૊ϑΥーマοτɾリメΠΫݖ 7.0 7.3 5.9 5.6 5.3
঎඼Խݖ 16.6 23.3 21.3 20.6 32.7
その他 0.4 0.9 1.6 5.8 1.4

28.8
27.9
1.9
4.0
35.2
2.2

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（%）

（年度）

˞1ɹ�঎඼ԽݖɺϏσΦɾ%7%Խݖʹ͸ɺキϟラΫターͳͲの঎඼のച্ɺϏσ
Φɾ%7%のച্͸ؚ·Εͳ͍ɻ

˞2ɹ�֤ ߲໨ʹ໌֬ʹ۠෼Ͱ͖ͳ͍৔߹ʹ͸ɺ൪૊์ૹݖʹ෼ྨɻ·ͨɺ์ૹίン
テンツւ֎༌ग़ֹの಺༁Λະճ౴の΋のʹ͍ͭͯ͸ɺ൪૊์ૹݖʹ෼ྨɻ

˞3ɹ�2016年度Ҏ߱͸ɺ঎඼ԽݖʹήーϜԽݖΛ໌֬ʹؚΊͯࢉग़Λͨͬߦ౳の
ม͕͋ߋΔɻ

（出典）総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」
（各年）により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu04_02000116.html

図表3-1-9-10 զ͕ࠃの放送コンテンツ海外輸出額の
ਪҠ

104.3
137.8

182.5

288.5

393.5
444.5

2012 2013 2014 2015 2016 2017
0

100

200

300

400

500
（ԯԁ）

（年度）
˞1ɹ�์ ૹίンテンツւ֎༌ग़ֹɿ൪૊์ૹݖɺΠンターωοτ഑৴ݖɺϏ

σΦɾ%7%ԽݖɺϑΥーマοτɾリメΠΫɺ঎඼Խݖ౳の༌ग़ֹɻ
˞2ɹ�/),ɺຽ์キーہɺຽ์ࡕࡏ४キーہɺϩーΧϧہɺӴ੕์ૹۀࣄ

ऀɺϓϩμΫγϣン౳΁のアンέーτʹΑΓࢉग़ɻ
˞3ɹ�2016年度Ҏ߱͸ɺήーϜԽݖΛ໌֬ʹؚΊͯࢉग़Λͨͬߦ౳のมߋ

͕͋Δɻ
（出典）総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」

（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu04_02000116.

html

図表3-1-9-12 զ͕ࠃの放送コンテンツ海外輸出額のओ体ผׂ合のਪҠ

2014 2015 2016 2017
ہͼຽ์キーٴ,(/ 49.8 47.0 49.0
ຽ์ࡕࡏ४キーہ 5.6 4.6 5.2
ϩーΧϧہ 0.7 0.5 0.5
Ӵ੕์ૹہ 0.4 0.3 0.3
ϓϩμΫγϣン౳ 43.5 47.5 45.2

46.0
3.1
0.2
0.3
50.4

放送コンテンツ海外輸出額全体

2014 2015 2016 2017
ہͼຽ์キーٴ,(/ 63.9 69.5 53.4
ຽ์ࡕࡏ४キーہ 6.3 5.4 8.0
ϩーΧϧہ 1.4 1.4 0.8
Ӵ੕์ૹہ 0.8 0.9 0.4
ϓϩμΫγϣン౳ 27.6 22.7 37.4

51.9
5.0
0.4
0.4
42.3

番組販売権（2015年度までは番組放送権）の輸出額に限った場合

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（%）

（年度） 0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（%）

（年度）

（出典）総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu04_02000116.html
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また、2017年度において海外に輸出した番組の例は一
覧のとおりである（図表3-1-9-13）。

●ジャンル別では、アニメが8割以上を占め、次いでド
ラマ、バラエティが多い。輸出先別では、アジアが6割
近くを占め、次いで北米、ヨーロッパが多い
2017年度の放送コンテンツ海外輸出額をジャンル別に
見ると、全体及び番組販売権の輸出額に限った場合とも
に、アニメが8割以上を占め、次いで、ドラマ、バラエ
ティが続く（図表3-1-9-14）。
輸出先別に見ると、アジアが過半を占め、次いで、北
米、ヨーロッパ、中南米が続き、日本の放送コンテンツ
はアジアを中心に多様な地域に展開されている。番組販
売権の輸出額に限った場合、アジアの占める割合が更に
高くなる（図表3-1-9-15）。

図表3-1-9-14 զ͕ࠃの放送コンテンツ海外輸出額のδϟンϧผׂ合のਪҠ

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（%）

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（%）

2012 2013 2014 2015 2016 2017
アニメ 56.6 62.2 64.3 76.6 77.1
ドラマ 16.4 15.6 17.0 10.0 10.2
バラエティ 15.9 13.3 11.4 10.8 9.7
スポーツ 1.6 1.8 0.9 0.9 0.6
ドキュメンタリー 2.3 1.9 1.7 0.8 0.6
その他 7.2 5.3 4.7 0.9 1.7

82.9
8.1
6.3
0.6
0.2
1.9

放送コンテンツ海外輸出額全体

（年度） 2012 2013 2014 2015 2017
アニメ 41.7 47.2 54.5 59.2 83.7
ドラマ 23.9 18.8 18.2 16.8 8.9
バラエティ 18.0 15.1 13.6 18.3 6.1
スポーツ 1.9 3.3 1.6 2.5 1.0
ドキュメンタリー 3.5 4.1 3.4 2.5 0.2
その他 11.0 11.4 8.8 0.7 0.1

2016
84.2
8.8
5.3
0.8
0.3
0.5

番組販売権（2015年度までは番組放送権）の輸出額に限った場合

（年度）

˞1ɹ2015年度Ҏ߱͸ෆ໌෼Λআ͍ͯूܭɻ
˞2ɹ2016年度のෆ໌෼ʹ͸ʮήーϜԽݖʯの༌ग़ֹ͕શؚͯ·Εɺ໿100ԯԁͱେ͖͍ɻ
˞3ɹ2017年度͸ۀࣄۚجྲྀަࡍࠃͰఏ͞ڙΕͨ΋のΛ໌֬ʹؚΊͯूܭɻ

（出典）総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu04_02000116.html

図表3-1-9-13 201�年度に海外に輸出͠た番組のྫ
ʲ൪૊ൢചݖ౳のൢചྫʳ

δϟンϧ λΠτϧ

アニメ

ɾΫδラのࢠΒ͸্࠭ʹՎ͏
ɾΫラγΧϩΠド
ɾੈք໊ܶ࡞৔γリーζ
ɾドラ͑΋Μ
ɾドラΰンϘーϧ
ɾ/"3650�φϧτ�࣬෩఻
ɾ)6/5&3ʷ)6/5&3
ɾ໊୳ఁίφン

ドラマ

ɾキοζ΢Υー3
ɾ$3*4*4ެ҆ػಈ૞ࠪୂಛ૞൝
ɾݽಠのάϧメ
ɾ्ిઓୂキϣ΢リュ΢δϟー
ɾドΫター9�2017
ɾय़͕དྷͨ
ɾ෱Ԭ࿀Ѫനॻ
ɾ΂ͬͽΜ͞Μ
ɾਅனのѱຐ
ɾऑ஬ϖμϧ4FBTPO�2
ɾ཮Ԧ

バラエティ

ɾ༗٢͘Μのਖ਼௚͞ΜΆ
ɾ͕͖ͨߦリーϊ
ɾ͓ʹ͗Γ͋ͨͨΊ·͔͢
ɾスΠーツஉࢠ
ɾੈքの೔ຊਓ࠺͸ͨݟʂ
ɾେվ଄���ܶతϏϑΥーアϑター
ɾ໊ҩͱͭͳ͕Δʂ͚ͨ͠のՈఉのҩֶ

ドキュメンタリー
ɾژɾ͝͸Μͨ΂
ɾੈքҰの۝भ͕࢝·Δʂ
ɾμー΢ィン͕དྷͨʂ

スポーツ ɾラάϏーτοϓリーά
その他 ɾ+PZPVT�+BQBO

ʲ൪૊ϑΥーマοτɾリメΠΫݖのൢചྫʳ
δϟンϧ λΠτϧ

ドラマ
ɾঁ͘Ͳ͖൧
ɾ๻のϠバΠ࠺
ɾ.PUIFS

バラエティ ɾ4"46,&
ɾྉཧのమਓ

（出典）総務省情報流通行政局
「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析（2017年度）」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu04_02000116.html
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図表3-1-9-15 զ͕ࠃの放送コンテンツ海外輸出額の輸出ઌผׂ合のਪҠ

0
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30
40
50
60
70
80
90
100
（%）

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（%）

2012 2013 2014 2015 2016 2017
アδア 52.3 52.0 58.5 56.4 58.7
๺ถ 22.3 25.1 24.2 27.6 27.2
Ϥーϩού 21.1 18.6 13.3 12.0 8.0
தೆถ 2.4 2.4 2.8 2.5 1.6
その他 2.0 1.9 1.2 1.5 4.6

56.4
27.0
8.2
2.2
6.1

放送コンテンツ海外輸出額全体

（年度） 2012 2013 2014 2015 2016 2017
アδア 57.1 61.1 66.7 58.9 64.2
๺ถ 22.1 17.6 16.5 22.1 24.4
Ϥーϩού 16.2 16.5 12.7 13.5 6.2
தೆถ 2.7 2.8 2.6 2.1 1.6
その他 1.9 2.0 1.4 3.4 3.6

62.2
23.5
6.4
2.7
5.1

番組販売権（2015年度までは番組放送権）の輸出額に限った場合

（年度）

˞1ɹ2015年度Ҏ߱͸ෆ໌෼Λআ͍ͯूܭɻ
˞2ɹ2016年度のෆ໌෼ʹ͸ʮήーϜԽݖʯの༌ग़ֹ͕શؚͯ·Εɺ໿100ԯԁͱେ͖͍ɻ
˞3ɹ2017年度͸ۀࣄۚجྲྀަࡍࠃͰఏ͞ڙΕͨ΋のΛ໌֬ʹؚΊͯूܭɻ

（出典）総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」（各年）により作成
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu04_02000116.html
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